
１ 

 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

・庄原商工会議所（法人番号：２２４０００５００５２４１） 

・庄原市（地方自治体コード：３４２１０６） 

実施期間 令和６年４月１日～令和１１年３月３１日 

目標 

経営発達支援事業の目標 

① 小規模事業者数の減少抑制 

  目標数値：「事業承継」支援件数：１５件（５年間） 

       「新規創業」支援件数：２５件（５年間） 

② 市場環境にマッチした「事業計画」の立案・実行 

  目標数値：事業計画策定事業者数：５０件（５年間） 

③ 外的要因に左右されない財務的経営基盤の構築支援 

  目標数値：売上若しくは営業利益率増加の事業者数：２５件（５年間） 

事業内容 

Ⅰ．経営発達支援計画の内容 

 １．地域経済動向調査に関すること 

  ① 日本商工会議所ＬＯＢＯ（早期景気観測）調査 

  ② 広島県商工会議所連合会景気観測共同調査 

  ③ 賃金実態調査 

  ④「ＲＥＳＡＳ」を活用した地域の経済動向分析調査 

  ⑤ ビッグデータ等を活用した消費動向分析調査 

 ２．需要動向調査に関すること 

  ① 新商品開発・新サービスの調査 

  ② 試食・試用等アンケート調査 

 ３．経営状況の分析に関すること 

  ① 経営分析セミナーの開催 

  ② 経営分析の実施 

 ４．事業計画策定支援に関すること 

  ① ＤＸ推進セミナーの開催 

  ② 事業計画策定セミナーの開催 

  ③ 事業計画の策定 

 ５．事業計画策定後の実施支援に関すること 

  ① 事業計画の進捗度合によるフォローアップの実施（巡回等） 

 ６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

  ① 展示会・商談会への出店支援 

  ② ＳＮＳ活用事業者の創出 

  ③ ＥＣ活用事業者の創出 

  ④ 新事業分野対策セミナー・事例研究会の開催 

Ⅲ．地域経済の活性化に資する取組み 

 ７．地域経済の活性化に資する取り組みに関すること 

  ①「地域交通」を基軸とした持続可能なまちづくりへの取り組み 

  ② 若い世代の雇用機会創出による地域活力の維持・向上への取り組み 

  ③ 地域内での消費増加と持続可能な経済循環の実現を目指す取り組み 

  ④ 基幹産業である「農業」と「商工業」との融合による持続可能な農業の実現への取り

組み 

連絡先 

〒７２７－００１１ 

広島県庄原市東本町１丁目２番２２号 

庄原商工会議所 中小企業相談所 

 TEL：０８２４－７２－２１２１ FAX：０８２４－７２－６６０８ 

 E-mail：shobaracci@shobara.or.jp 

〒７２７－８５０１ 

広島県庄原市中本町１丁目１０番１号 

 庄原市企画振興部 商工観光課 

 TEL：０８２４－７３－１１７８ FAX：０８２４－７２－３３２２ 

 E-mail：syoukou-shinkou@city.shobara.lg.jp 
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【表２：庄原市住民基本台帳人口・世帯数推移（外国人を含む：庄原商工会議所管内）】 
年度 世帯数（戸） 人口（人） 内、65 歳以上世帯（戸） 内、65 歳以上人口（人） 高齢化率（％） 

H30 7,938 18,074 4,549 6,650 36.8 

R1(元) 7,932 17,752 4,536 6,653 37.5 

R 2 7,885 17,376 4,538 6,648 38.3 

R 3 7,855 17,156 4,510 6,586 38.4 

R 4 7,819 16,894 4,472 6,484 38.4 

 

【出生数・死亡数／転入数・転出数】 

▶ 転入数と転出数は、転出数が上回っているが、変動については類似する傾向にある。 

  ▶ 出生数と死亡数は、死亡者数が出生数を上回っている。 

 
 

【人口の増減に関係の深い主な指標（資料：第２期庄原市長期総合計画）】 
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人口減少・少子高齢化による地域への影響 

▶ 地域産業の衰退 

  労働人口の減少による人材確保への懸念、後継者不足による基幹産業である農林業の衰退、消費 

活動の減少による小規模事業者の廃業等、地域産業の衰退を加速させる大きな要因となる。 

▶ 地域活力の減退 

後継者不在や資材高騰に伴う耕作放棄地の増加、地域外への人口流出による空き家の増加、学校 

の統廃合、公共交通機関の機能縮小等、生活環境の変化に加え、地域での共助（支え合い）機能 

が崩壊し、残された住民に心理的な不安を与えるとともに、集落の形成が困難になる等、地域の 

維持・活力の低下要因となる。 

 ▶ 生活不安の増大 

同居家族での助け合いについては認識があるものの、子どもや孫が市外へ転出してしまい、帰 

郷が望めない場合等においては十分な家族扶助が期待できず、日常生活や将来に向けて不安を 

増大させる要因となる。 

 

＜産業について＞ 

 庄原市の小規模事業者並びに産業の現状と課題 

▶ 商工業者数・小規模事業者数・会員数の推移 

 「令和元年度 経済センサス-基礎調査」における商工業者数は平成２４年度調査時は１，８２８事 

業者であったのに対し、令和元年度調査によれば１，６７３事業者であり、▲１５５事業者となっ
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ている。これは、１年平均で約１９事業所ずつ減少していることとなり、新規創業支援とともに「事

業承継支援」や「事業再構築支援」等の事業継続に向けた支援の必要性の高さを示している。庄原

商工会議所管内においては、平成２４年度から令和元年度の８年間で▲４９事業者となっており、

減少率は５.４１％であった。 

 

【表３：商工業者数の推移（資料：令和元年経済センサス-基礎調査）】 

 平成２４年度 平成２６年度 令和元年度 増減率(％) 

商工会議所管内 ９０５ ８７４ ８５６ ▲５.４１ 

商工会管内 ９２３ ８９４ ８１７ ▲１１.４ 

庄原市全域（合計） １，８２８ １，７６８ １，６７３ ▲８.４８ 

  ※増減率は次の算式にて求めたもの。 

（令和元年度分÷平成２４年度分×１００）－１００ 

  

 【表４：小規模事業者数の推移（資料：令和元年経済センサス-基礎調査）】 

 平成２４年度 平成２６年度 令和元年度 増減率(％) 

商工会議所管内 ７３８ ７１３ ７０３ ▲４.７４ 

商工会管内 ８２０ ７８３ ７３９ ▲９.８８ 

庄原市全域（合計） １，５５８ １，４９６ １，４４２ ▲７.４５ 

  ※増減率は次の算式にて求めたもの。 

（令和元年度分÷平成２４年度分×１００）－１００ 

 

【表５：庄原商工会議所会員数の推移】※特別会員内訳については、平成２７（２０１５）年から統計調査開始。 

  

年度（和暦） 年度（西暦） 通常会員 特別会員 計 法人 団体 個人 法人 団体 個人

平成２０年 ２００８年 ６６１ ８ ６６９ ３２６ ３３５

平成２１年 ２００９年 ６４４ ９ ６５３ ３２１ ３２３

平成２２年 ２０１０年 ６３０ １１ ６４１ ３１０ ３２０

平成２３年 ２０１１年 ６６６ １４ ６８０ ３３３ ３３３

平成２４年 ２０１２年 ６６６ １７ ６８３ ３３０ ３２５

平成２５年 ２０１３年 ６３４ １８ ６５２ ３１７ ３１７

平成２６年 ２０１４年 ６２５ ２０ ６４５ ３０９ ３１６

平成２７年 ２０１５年 ６１３ ２１ ６３４ ３０４ ３０９ ７ １４

平成２８年 ２０１６年 ６１５ ２１ ６３６ ３０４ ３１１ ７ １４

平成２９年 ２０１７年 ６０１ ２３ ６２４ ２８７ ２１ ２９３ １４ １ ８

平成３０年 ２０１８年 ６１５ ２５ ６４０ ２９６ ２１ ２９８ １６ ０ ９

令和元年 ２０１９年 ６１８ ３１ ６４９ ２９７ ２０ ３０１ ２１ ０ １０

令和２年 ２０２０年 ６１３ ３２ ６４５ ２９０ ２０ ３０３ ２１ ０ １１

令和３年 ２０２１年 ６０８ ３１ ６３９ ２８６ ２０ ３０２ ２２ ０ ９

令和４年 ２０２２年 ６１２ ３４ ６４６ ２９１ ２１ ３００ ２６ ０ ８

会員総数 通常会員内訳 特別会員内訳

 
 

  会員数については平成２４（２０１２）年の６８３事業者をピークに減少傾向にあったものの、

平成３０（２０１８）年からは巡回相談や各種セミナー等の開催、加えて補助金・支援金等に係る

支援・相談対応をより一層強化したことや、商工会議所の支援メニューや各種活動内容を広報誌に

掲載することはもちろん、地元の新聞・テレビといったメディア等に取り上げてもらうことにより、

その活動等の「見える化」を積極的に図ってきた結果、会員数の減少に一定の歯止めがかかった状

況となっている。 

しかし、前回の経営発達支援計画を策定する直前の平成３０（２０１８）年からは表５の通りの

入会数・脱退数となっており、ほぼ横ばいの会員数となっている。ここで注目すべきは、会員数を

８０先（事業者）伸ばしているにもかかわらず、７４先（事業者）もの脱退がある点であり、これ

は年間平均で１８.５先（事業者）が脱退していることになり、この点への具体的対策を講じてい

く必要がある。 
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 【表６：業種別会員数（庄原商工会議所内「専門部会」所属数）】 
  ※「食料品卸小売」については、平成３０（２０１８）年に「一般小売」に統合。 

年度（和暦） 年度（西暦） 理財 一般サービス 食料品卸小売 一般卸小売 建設 工業

平成２０年 ２００８年 ２２ １８３ ６５ １２８ １０４ ７８

平成２１年 ２００９年 ２０ １８３ ６５ １２４ １００ ７２

平成２２年 ２０１０年 １９ １８９ ６５ １１３ １０３ ６４

平成２３年 ２０１１年 ２０ ２１８ ６５ １１３ １０８ ６２

平成２４年 ２０１２年 ２０ ２１４ ６３ １１０ １０８ ５８

平成２５年 ２０１３年 ２０ ２０８ ５７ １０３ １０７ ５８

平成２６年 ２０１４年 １８ ２０４ ５５ １０１ １０４ ６０

平成２７年 ２０１５年 １９ １９０ ５８ １０８ ９６ ６５

平成２８年 ２０１６年 １６ １９５ ５４ １０５ １０１ ６５

平成２９年 ２０１７年 １５ ２０１ ５２ ９９ ９４ ６３

平成３０年 ２０１８年 １５ １９２ ０ １６９ ９８ ６２

令和元年 ２０１９年 １５ １９２ ０ １７２ ９８ ６２

令和２年 ２０２０年 １４ １９１ ０ １６９ ９９ ６１

令和３年 ２０２１年 １５ １９０ ０ １６５ １００ ５７

令和４年 ２０２２年 １５ １９３ ０ １６６ １０１ ５６

業種別会員数

 
 

＜庄原市の産業構造について＞ 

 ▶ 付加価値額が大きな産業は「保健衛生・社会事業」「農業」「はん用・生産用・業務用機械」「建

設業」でり、これらの産業が地域を支えている。 

▶ 付加価値額のうち、１次産業が９.５％、２次産業が２８.３％、３次産業が６２.２％を占める

（全国平均：１次産業：１.１％、２次産業：２６.６％、３次産業：７２.３％）。 
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＜製造業事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移＞ 

▶ 製造業の事業所数は減少している。 

 ▶ 従業員数は２０１１（平成２３）年頃まで減少傾向にあったが、以降はほぼ横ばい。 

 ▶ 製造品出荷額等は増加傾向にある。 

 

 
  

＜産業別製造品出荷額等の変化＞ 

 ▶ 製造品出荷額の内訳は、化学工業、生産用機械器具製造業、窯業・土製品製造業が大部分を占め

る。 

 ▶ 近年、特に生産用機械器具製造業が増加傾向にある。 

 

【産業別製造品出荷額等推移表】 
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＜小売業事業所数・従業員数・年間商品販売額の推移＞ 

▶ 小売業の事業所数、従業員数、年間商品販売額は減少傾向にあったものの、２０１２（平成２４） 

年に下げ止まった。 

 
 

＜産業別小売事業所数の変化＞ 

 ▶ 小売事業者数の内訳は、機械器具・その他小売業が最も多い。 

 ▶ １９９４（平成６）年→２０１６（平成２８）年にかけて最も減少が大きいのは、飲食料品小売

業（▲２３０社）で、次いで機械器具・その他の小売業（▲１８９社）。 
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＜観光・交通について＞ 

▶ 観光分野について 

庄原市内には前述した「比婆道後帝釈国定公園」をはじめ、自然とのふれあいや体験をテーマと

した「国営備北丘陵公園」、また来訪客を受け入れるための宿泊施設も幾つか整備されている。ま

た、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行後における外出意欲の増加に伴い、地域における

各種イベント（さくらフェスティバル、庄原よいとこ祭り〈夏まつり〉、庄原夏まつり花火大会 等）

においても制限なく開催が可能となっており、庄原地域における観光需要の回復が期待されてい

る。 

 

     
庄原上野公園           国営備北丘陵公園         庄原夏まつり花火大会 

（日本さくら名所１００選） 

      
道後山（日本三百名山の１つ）      比婆道後帝釈国定公園（左写真：神龍湖、右写真：雄橋） 

 

特に、国営備北丘陵公園については平成７（１９９５）年４月に、中国地方では初めてとなる国

営の備北丘陵公園が一部開園し、平成２４（２０１２）年４月には全園開園された。 

同公園は、昭和初期の暮らしを感じることのできるふるさと景観、コスモスやチューリップなど

の花畑、大規模な野外コンサート広場、キャンプ場といった多様なレクリエーション環境が整って

おり、年間約４５万人を超える入場者が訪れる本市観光の中核施設ともなっている。また、平成３

０年３月２４日から国営備北丘陵公園の一部に交流ゾーン（無料エリア）を設置し、様々な情報発

信や地域物産の販売、地域の交流拠点として活用する「国営備北丘陵公園北入口エリア社会実験事

業」に取り組んでいる。 

なお、同公園のほか、市内には上野総合公園、庄原北公園、東城中央運動公園などの都市公園が

ある中で、特に広大な備北丘陵公園を有していることから、都市計画区域内における市民１人当た

りの公園等面積は、県内市の中でも突出している。 
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 【庄原市の観光消費額・商品単価】 

（資料：庄原 MaaS検討協議会／令和４年度 ビックデータ活用による旅客流動分析実証実験事業 最終報告書） 

 

観光における課題としては、施設や周辺環境の維持・整備はもちろんの事、庄原市を訪れる観光

客の観光消費額を向上していく必要がある。１人当たりの観光消費額は、令和３年では１，９１９

円と低調であり、この額を増加するための策を官民が連携して講じていかなくてはならない。 

   

▶ 交通分野について 

庄原市と隣接する主な地方都市までの距離は概ね１００ｋｍ圏内に位置し、中国縦貫自動車道の

２ヵ所のインターチェンジと、中国横断自動車道尾道松江線の２ヵ所のインターチェンジを有して

おり、中国地方の山陰・山陽からのアクセス網は向上している。バス・鉄道・タクシーといった公

共交通網については、備後庄原駅を起点とした庄原市中心市街地へのアクセスや、隣接する三次市

方面を往復するものについてはある程度確保されている状況にあるものの、地方の主要な移動手段

であるマイカーの利用者が依然として多いこと等が起因し、利用者の多くが「通勤・通学」を目的

としたものとなっている。生活交通以外の面でみると、他県を含む市外からの来訪観光客は直接ア

クセスするための公共交通手段（ダイヤ）がないことを裏付けとすると、マイカーを利用しての者

がその大半を占めていると考えられ、道路網の整備については効果があるものと推察する。また、

地方の交通を活性化する上では、自宅からバス停等までの「ファースト・ラストワンマイル」の解

決策が具体化されることが必須となる。 

   
【庄原市における主要観光施設等と道路交通網】 
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 ＜庄原市長期総合計画＞ 

  第２期庄原市長期総合計画では、市民における「家族への愛情」と「地域への愛着」を醸成する

ことで「みんなが“好き”と実感できるまちづくり」を基本理念に掲げ、まちの将来像として「美

しく輝く 里山共生都市」を目指すため、具体的な政策・施策が示されている。 

 
（資料：第２期庄原市長期総合計画） 

 【第２期庄原市長期総合計画で示されている関係施策の方向性（抜粋）】 

 ▶ 定住の促進にかかるもの 

本市の人口は、高度経済成長期における若年層の流出によって著しく減少し、以後、自然増減・ 

社会増減ともに減少で推移している。特に生産年齢人口や年少人口の減少は、地域活力の低下に直

接的な影響を及ぼすことから、定住施策を積極的に推進し、地域を担う人材を確保することが強く

求められている一方で、大都市圏の若者を中心とした田園回帰や地方移住の志向が高まりを見せて

いる。そのため、帰郷や新規転入の希望者を対象に、実現に至っていない原因を把握・整理すると

ともに、ニーズに応じた支援を積極的に展開していく。また、本市で暮らしている若者の転出抑制

の視点を持った若者支援に取り組むこととする。 

 

 ▶ 農林水産業の振興にかかるもの 

  本市の農業は、主要産物であるコメの価格低下やＴＰＰ問題などの社会背景に加え、担い手 

不足や高齢化が深刻化していることから、農地の集積化と多様な担い手の確保、農産物生産への 

支援、高付加価値化・ブランド化を推進し、農業の持続性を確保するとともに、農家所得の向上 

に努める。 

  林業においては、国産材の需要減少や木材価格の低迷に起因し、適切な管理が施されない森林 

の増加、木材生産機能の低下なども懸念されており、循環サイクルを意識した森林の整備、機能 

保全に努めるとともに、路網整備や境界の明確化などに取り組み、次代につながる森づくりを推 

進する。 
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  水産業においては、漁業協同組合と連携し、稚魚の放流や淡水魚の特産化など、河川漁業の振 

興に努める。 

 

▶ 商工業の振興に係るもの 

本市の商業は、商店数および商品販売額が減少で推移しており、また、地域商店街はいずれも 

衰退が顕著であることから、空き店舗を活用した創業や既存店舗での自営維持を支援し、市街地 

のにぎわい創出と地域商業の再生に取り組むとともに、時代のニーズに応じた新たな商業支援制 

度を検討する。 

  また、独自の助成金制度や高速道路に近接するなど、庄原工業団地の優位性を前面に出し、地 

域の雇用拡大と経済効果の視点を踏まえた企業誘致を加速していく。 

 

 ▶ 観光の振興にかかるもの 

  本市には、帝釈峡や備北丘陵公園など、雄大な自然を活かした数多くの観光地が所在しており、 

平成２５（２０１３）年の松江自動車道開通および「道の駅たかの」の開業によって観光客数が増

加に転じた今を好機と捉え、自然や食材、伝統・文化などの資源を磨き上げ、市内全域を対象とし

た周遊観光を促進する。 

  また、観光プロモーションを一般社団法人庄原観光推進機構と連携して強化を図り、本市の魅力

を発信し、体験型教育旅行や外国人旅行など、新たな観光客の誘致と観光交流による地域の持続的

な発展に取り組むこととする。 

  特に商・工業振興とその支援における方向性については、この経営発達支援計画に示す課題に対

する取組みと合致しており、庄原市と連携して小規模事業者等の経営支援にあたることで持続的な

経営の実現を可能とし、地域の活性化につなげていくこととする。 

 

【商業の振興】 

  ① 市街地のにぎわい再生 

    各地域の街並みや店舗の魅力向上、個性的な商品の開発助長、市民活動への支援などにより、 

拠点区域の観光資源化を促進し、市街地におけるにぎわい創出に取り組む。 

  ② 安定経営への支援 

    国制度の活用、資金融資などによって、中小企業（小規模事業者を含む）の安定経営と育成 

を支援する。 

   

【鉱工業の振興】 

   ① 企業誘致の推進 

    自然環境や高速道アクセス、安価な分譲価格、独自の助成制度、豊富な地域資源など、庄原 

工業団地の優位性および市内の遊休工場、遊休用地の情報を効果的に発信し、積極的な企業

誘致に努める。 

  ② 地場産業の振興 

   制度・技術の情報提供や若者の就職支援などにより、地場産業の振興に取り組む。 

   

 【中小企業への支援】 

創業支援事業計画（平成２７（２０１５）年度策定）に基づき、商工団体、金融機関、その他支

援機関と連携し、創業希望者への情報提供や的確な支援に努めるとともに、中小企業（小規模事

業者を含む）への支援を拡充する。 

   

 【雇用の確保】 

  若者就労や雇用拡大を対象とした助成制度の活用、合同就職面接会の開催などにより、地域の 

人材を確保する。 
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かに継続して、且つ安心して暮らしていくことのできる地域環境を形成するのかと同時に、市域外

からの移住を促進するための施策の立案・実行が課題となる。 

 

 ＜産業における課題＞ 

 ▶ 庄原市の産業別人口の割合をみると、第一次産業（農林漁業）の従事者割合が平成２７（２０１

５）年 に比べ０.９ポイント減少し、令和２（２０２０）年では１９.３％となっている。また、

広島県全体の割合が２.７％（令和２年）という状況を踏まえれば、依然として第一次産業が本市

の主要な産 業であることに変わりはない。 第二次産業（製造業・建設業等）の従事者割合は低下

に転じており、本市における産業の中心は第三次産業（小売業・サービス業等）へと移行している。 

 
 ▶ 就業者の規模については、従業者数(地域内の仕事の数)が就業者数(働いている住民の数)の  

＋２.５％で、域外の住民が域内に働きに来ている傾向にある。平成２７（２０１５）年の就業者

数は平成１２（２０００）年と比較して減少している。産業別には、第１次産業、第２次産業、第

３次産業の全てで減少している。 
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▶ 住民の生活を支える雇用者所得への寄与が大きい産業は「保健衛生・社会事業」が最も大きく、

高齢化が加速度的に進行している地域であることが要因として考えられる。次いで「建設業」「教

育」「はん用・生産用・業務用機械」「小売業」の順となる。 

 
 

 ▶ 各産業における分析は、次の通り。 

 ＜農業＞ 

本市の農業は古くから基幹産業として受け継がれており、米・野菜・花き・果樹などの農作物、

和牛・乳牛・豚・鶏の飼養など、多種多様な内容で構成されている。 しかし、総農家数は減少を

続け、令和２（２０２０）年では３，６９５戸と、平成２２（２０１０）年からの１０年間で１，

７５４戸（３２.２％）減少している。一方、広島県全体に占める本市の農家割合は、変わらず８.

２％となっている。 農業就業人口も減少傾向にあり、令和２（２０２０）年では、３，１６８人

となっている。また、令和２（２０２０）年の年齢別農業就業人口では、６５歳以上が８３.１％

を占めており、高齢者が本市の農業を支えている構造となっている。 
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＜林業＞ 

本市の林業は、木材・林産物の生産を中心に、薪の利用やきのこの採取など、集落生活に密着し

た循環型の資源利用が行われてきた。 一方で、昭和３０年代から４０年代を中心に植栽されたス

ギやヒノキの人工林が主伐時期を迎えているが、昭和５０年代半ばからの長期的な木材価格の低迷

により、木材生産量の低下が続いている。また、森林を保有している林家数も減少を続け、平成２

（１９９０）年から令和２（２０２０）年までの３０年間で３５.１％減少した。 

 
＜商業＞ 

本市の商業は、郊外大型店や大手チェーン店などの台頭、道路交通網の充実に伴う大都市商圏 

への消費者流出、人口減少による消費低迷などが影響し、商店数（事業所数）は、平成６（１９９

４）年から平成２８（２０１６）年までの２２年間で４３８事業所（４５.２％）が減少し、年間

商品販売額も約１９０億円（２９.４％）の減少となっている。 

 
 

＜鉱工業（鉱業・工業・建設業）＞ 

本市の工業は、機械器具、窯業、電子部品、食料品をはじめとする製造業や建設業が中心とな 

っている。 工業事業所数は、令和３（２０２１）年で７０事業所となり、平成２５（２０１３）

年と比較して約１６％減少している。製造品出荷額は近年増加傾向で推移していたものの、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、令和２（２０２０）年の出荷額は、令和元年（２０１９）年か

ら約２０８億円減少し、約３３６億円となった。 本市の鉱業は、ろう石、カオリナイト、炭酸カ

ルシウムに代表される「白色鉱物」を中心にしており、その産出は全国有数である。 

  建設業の事業所数は平成２１（２００９）年の２４８事業所から平成２８（２０１６）年には２

００事業所（▲１９.４％）に減少ており、廃業や若手を中心とした人手不足による影響が顕著に

現れている。また、公共入札等による工事請負価格も低く採算性の確保も不十分であり、収益と人

材の確保が課題となっている。 
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 ＜観光＞ 

  本市の入込観光客数は、平成１８（２００６）年の約２２３万人以降、減少傾向で推移していた

が、松江自動車道開通を契機として、平成２７（２０１５）年に過去最多の約２２５万人となった。

令和２（２０２０）年は、３月以降の新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、市内各地の観

光施設の休業やイベントの中止が相次いだほか、年間を通じて外出自粛の動きが見られたことなど

により、約１３０万人と大幅に減少した。令和３年もその影響が続いており、前年からさらに減少

し、約１２７万人となっている。 本市では平成２７（２０１５）年の約２２５万人以降、減少傾

向となっている。 
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  以上の分析の結果、どの業種においても「人口減少と少子高齢化」が加速度的に進行しているこ

とで労働力の確保や後継者不足が生じており、加えてエネルギー価格・物価価格の高騰に伴う経営

経費の増加分を販売価格に転嫁しきれておらず、採算性の悪化が生じている。このため、販路の拡

大等による売上げの増加策を講じることが求められる。また、政府（現・岸田政権）により打ち出

されている「令和版所得倍増計画」に伴う最低賃金の見直しにより、雇用を維持するための人件費

が次第に膨らんできていることからも、採算性の向上に向けた取組みが急務となる。 

  また、令和２年初旬から猛威を振るった「新型コロナウイルス感染症」の感染拡大に伴う国・地

方自治体が発出した行動制限対策等により、人出や移動に大きな減少が生じ、その結果として各業

種の業況に深刻な影響を長期間にわたり与えることとなった。そのため、「アフターコロナ」と呼

ばれる今後においては、早期にまちへの人出を回復しつつ、コロナ禍において外出制限のかかる中

で蓄積された非対面就労や労働時間管理等といった「新しい労働環境のカタチ」を上手に取り入れ

ながら、効率よく、中・長期にわたる視点で雇用環境を維持できる仕組みづくりを確立させること

が必要となる。 

  また、観光においては観光消費額の向上を図るために、以前から来訪客の多い関西方面や四国方

面からの来訪客誘致を積極的に図るとともに、コロナ禍により止まっていた外国人観光客（インバ

ウンド）を広島市内から回遊させるための環境整備（観光ガイド／公共交通／飲食・宿泊施設等）

と、周辺地域と連携しての誘致活動に取り組むことが必要となる。 

 

 【全業種における景況Ｄ.Ｉの推移】 
  ※Ｄ.I とは、Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）の略で、企業の業況感や設備、雇用人員の過不足などの各

種判断を指数化したもの 

 
  

 【各種Ｄ.I値（令和５年３月現在）】 

 生産額・売上額 

Ｄ.I 

原材料・商品仕入価格 

Ｄ.I 

資金繰り 

Ｄ.I 

採 算 

Ｄ.I 

全業種 ▲ ２ .５ ▲８２.５ ▲ ５ .０ ▲ ７ .５ 

製造業   １０.５ ▲９４.７   ０.０ ▲１０.５ 

非製造業 ▲１４.５ ▲７１.４ ▲ ９ .５ ▲ ４ .８ 
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 【新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関係した経営相談実績】 

 

単位：件

相談件数 雇用調整助成金

（国）
持続化給付金
家賃支援給付金
月次支援金
各種補助金

（広島県）
月次支援金

感染拡大防止協力支援金
各種補助金

（庄原市）
雇用維持助成金
月次支援金

融資等、その他

一般 645 11 146 286 158 44

マル経 31 31

専門窓口 38 8 17 1 0 12

社労士相談 10 10

弁護士相談 0 0 0 0 0 0

合計 724 29 163 287 158 87

令和２年３月～令和３年１１月

 
補足：第２期庄原市長期総合計画・各種統計調査資料については、庄原商工会議所が管轄している区域に限定したデータ・調 

   査資料は現在存在しないため、庄原市全域のデータ・調査資料を用いて分析した。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

  地域の現状と課題の通り、小規模事業者を取り巻く経営環境は急速に変化しており、特に我々が

管轄する管内の小規模事業者については高齢化が進んでいる背景から考え、その環境変化に柔軟に

対応していくことが困難な状況にあるといえる。ついては、次の通り「小規模事業者への支援のあ

り方」を庄原商工会議所として定め、第２期庄原市長期総合計画で示されている「みんなが“好き”

を実感できるまちづくり」を推進していくこととする。 

 

① １０年後を見据えた小規模事業者支援のあり方について 

  庄原商工会議所は、地域の人口減少や市街地の衰退・業種の減少等、次第に弱体化していく地域

の活力の維持・向上を図り、経営環境が厳しくなっている小規模事業者への支援を、地元金融機関

等の各支援機関と連携しながら伴走型にて推進していくこととする。そこで、管内の事業所数の減

少を抑制するために事業承継支援と新規創業支援を両輪で取り組むとともに、事業所の経営を支え

る「若い労働力の確保」に向け、庄原市と共催している「高校生を対象とした就職ガイダンス」の

開催等といった具体的取組みについても継続的に行うこととする。また、国を中心とした「働き方

改革」や「経営のＤＸ化」等の新たな政策の推進に伴い、都市圏からの事業所の移転や労働力（＝

従業員）の移動・移住等のビジネス需要に対する施策についても必要とされるため、移動課題の解

決策として「庄原版ＭａａＳ構築事業」や「空き家活用事業」等の課題解決型事業についても、継

続した取り組みを講じていくこととする。加えて、地域活力を維持するために、観光分野における

地域外からの消費（＝観光消費）の向上を図るべく、ビッグデータ等の分析結果を基に、より観光

需要の高い地域に向けた観光客誘致に取り組み、庄原市内における観光客の周遊環境の整備と観光

消費額の増加を目指していく。 

 

 ②「第２期庄原市長期総合計画」との連動性・整合性について 

  庄原市が策定している「第２期庄原市長期総合計画」においては、産業・交流分野において“に

ぎわいが実感できるまち”を目指すために、地域産業の成長に関する施策が掲げられている。地域

産業には、市民生活の基盤であるとともに、にぎわい創出や経済循環の根幹を成す営みとしての、

安定的かつ時代に合わせた成長が求められる。 

  庄原市の基幹産業として認知される農林業は、従事者の高齢化や後継者不足のみならず、米を中 

心とした農林産物価格の低下・低迷が続いており、生活を維持する収入手段としての位置づけは、 

年々厳しさを増している。農林業が生活の礎として成立していた時代、農と林による収入が、商を

支え、商の活気が、地域のにぎわいを生み出すなど、農と林を起点とした経済循環が形成・維持さ

れていた。農林業の衰退は、単に農家の所得減だけでなく、地域経済の循環を変化させ、自家農業

の廃業、耕作放棄地の増加による農村環境の悪化、さらには農家を継ぐという意識低下に伴う集落

の人口減少など、地域づくりに大きな影響を及ぼすことから、長期総合計画においては安定的な収

入が得られる農林業の再生に取り組むこととされている。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 

 

（２）目標達成に向けた方針 

 ① 小規模事業者数の減少抑制 

小規模事業者自身が、市場環境や自社の経営状況を把握した上で事業計画を策定し、事業遂行や

販路拡大等において一定の成果が出せるよう、経営指導員を中心に職員が協力して支援にあたる。

さらに、新規創業者（予定者）に対しては、創業時からの事業計画策定等を通じ、安定・継続した

事業継続を伴走して支援する。 

経営者が高齢である、又は後継者不在の事業所については日本政策金融公庫や広島県事業引継ぎ

支援センターと連携して第三者承継等も視野に事業承継を検討し、廃業に至る事業所の抑制を図っ

ていく。 

 

 ② 市場環境にマッチした「事業計画」の立案・実行 

事業者が抱える経営課題を「傾聴と対話」により正確に把握し、中・長期的に安定した経営が遂

行できるよう、伴走型にて事業計画の立案（策定）・実行支援を行う。また、その実行段階におい

ては市場環境のミスマッチや想定外の事態による計画内容との乖離を防ぐため、経営指導員等職員

による巡回頻度の向上を図る体制を構築し、ＰⅮＣＡサイクルを適時機能させることとする。 

  

 ③外的要因に左右されない財務的経営基盤の構築支援 

 現況における小規模事業者の経営環境は、令和２年度以降より猛威を振るっている新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大に始まり、世界各地で勃発する戦争等の影響により、事業者が通常想定

し得る経営環境の変化をはるかに超えたものであり、今まで通りの経営方法では通用しない状況に

ある。その中で、自社の財務体質の強化を図り、安定・継続した経営を実現していくために、策定

した事業計画の進捗管理を事業者とともに行い、売上若しくは営業利益率の増加に導いていくこと

とする。 

 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

  庄原商工会議所では現在「日本商工会議所ＬＯＢＯ調査（商工会議所早期景気観測調査）」「広

島県商工会議所連合会共同調査（景気観測調査）」を実施しており、調査結果については会報や会

員企業へのⅮＭを用いて公表・周知している。しかし、会員以外に対する公表・周知はできておら

ず、また提供を受けている事業者についてもその分析結果を経営等に活用できていないことが課題

である。 
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調査対象：庄原市内の１００社を対象 

調査項目：１）夏の賞与支給状況 ２）ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ賃金 ３）退職金 ４）学歴・職歴・年齢・性別

の賃金 

調査方法：調査票を郵送し、返信用封筒で回収 

分析手法：庄原商工会議所が集計・分析 

 

 ④ ＲＥＳＡＳを活用した地域の経済動向分析調査を実施し、この地域を支えている産業等を把

握・分析することでより効率的に経営資源を投入し、地域経済の活性化を図るために活用する。 

調査目的：地域産業の「強み」「弱み」の分析・把握を行うことで、今後の注力すべき施策の

方向性を示す。 

調査頻度：年１回 

   調査対象：市内全域の全業種 

   調査項目：１）地域経済循環マップ ２）地域の基本的な指標の推移 ３）生産分析（産業構造）  

４）分配分析（住民の所得）５）支出分析（消費動向） 

調査方法：経営指導員等が「ＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）」を活用し、地域の経済動 

向分析を行う。 

   分析手法：庄原商工会議所と日本商工会議所が共同で行う。 

 

○ その他の調査（他機関の外部公表データ、経済動向調査等の活用・分析） 

日本政策金融公庫が実施している「全国中小企業動向調査」の収集・整理・分析を行い、全国

や中国地方の景況を把握し、小規模事業者の経営計画策定や資金繰り相談等の支援現場で活用

する。 

   情報提供頻度：４半期毎 

   調 査 項 目：１）業況判断ＤI値 ２）売上ⅮI値 ３）採算ＤI値 ４）資金繰りＤI値 

          ５）経営課題 

   情報提供方法：ホームページへの掲載等 

 

   ビッグデータ等を活用した消費行動分析調査 

   情報提供頻度：３年毎 

   調 査 項 目：ビックデータを活用しての「移動データログ」の解析による「始点・終点」の

分析と目的地への滞在時間の解析による消費行動分析 

   情報提供方法：ホームページへの掲載等 

 

（４）調査結果の活用 

 当所会報誌・ＤＭの他、当所ホームページにて公表。 

 小規模事業者を支援する際の経営分析や事業計画策定時等に活用し、その時勢に応じた経営方向性

を事業者自身に示させ「的外れ」な経営施策の実行等による事業の劣化を防いでいく。 

 

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

  人口減少と少子高齢化の影響に加え、新型コロナウイルス感染症の感染拡大以降、小規模事業者

におけるこれまでのビジネスモデルは様変わりし、各自の想定をはるかに超える経営環境における

変革が事業者に求められている。そこに昨今のエネルギー価格・物価価格の高騰が拍車をかけ、経

営継続は困難を極めている状況にある。しかし、多くの小規模事業者においては、この窮地からの

転換策を見出す事ができておらず、従来型の経営を継続しているのが現状である。 

  そこで、各事業者が今後ビジネスモデルを変化させ、売上増加や販路拡大等の施策を検討するに

あたり、市場や顧客の動向を的確に把握し、それに沿った事業計画を策定・遂行していく必要があ

る。 
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団法人広島産業振興機構が主催する「広島県広域取引商談会」等への出店支援の他、日本全国５５

０団体以上の商工会議所・商工会で共同運営する無料の「会員限定」の商取引支援サイトを活用し

たビジネスマッチング支援を行うことで、実際にバイヤーや他出展企業等との商談につなげる。な

お、展示会や商談会等への出展に際しては経営指導員等が同行し、現場での消費者ニーズやバイヤ

ーの意見、他の出展者の状況等を把握し、参加した小規模事業者の商談後のフォローアップや次回

の出展支援に活かすこととする。（ＢｔｏＢにかかる支援） 

 

 ② ＳＮＳの活用支援 

  情報発信力の弱い小規模事業者や新たな客層を狙っての販路拡大等に取り組む事業者に対して、

無料または低コストにてＢｔｏＢ／ＢｔｏＣに対応する為の方法として、ＨＰ・ＳＮＳ等のＩＴを

用いた新需要・販路開拓にかかる活用支援を実施する。（ＢｔｏＢ／ＢｔｏＣにかかる支援） 

 

 ③ ＥＣの活用支援 

  「ＥＣ活用セミナー」等の勉強会を開催し、効果的な「魅せ方」や商品構成等につき具体的手法

を学べる機会の提供等を通じた支援を実施するとともに、専門家派遣事業などの活用によってより

高度な支援を伴走型にて実施していく。 

 

 ④ 新事業分野対策セミナー・事例研究会の開催 

  時代の新たな潮流（例：カーボンニュートラルに関係する需要等）に柔軟に対応した経営支援を

展開していくためのセミナー開催や、事例研究に係る取り組みを専門家とともに実施することで、

新たなビジネス需要への対応策検討について支援を行う。 

 

 

Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取り組み 

 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

  庄原商工会議所では、常議員会、議員総会で毎年、事業報告を行っているが、事業評価を行った

上での見直し（ＰＤＣＡ実施）することは不十分な状態である。経営発達支援計画の実施を効果的

なものとするためには、毎年度その事業内容を評価し、その結果を基に見直しを実行することが不

可欠である。そこで、当商工会議所の経営発達支援計画の実施状況及び成果について、以下の方法

により検証・評価を行い、次年度へ向けての事業見直しを行うことでＰＤＣＡサイクルを機能させ

る。 

 

（２）事業内容 

  ▶ 巡回・指導件数や相談内容については「ＴＯＡＳ経営カルテシステム」や「Ｂｉｚミル」等か  

   ら抽出したデータを用いて把握を行うため、その入力には一定のルールを設けて行うこととし、

各事業における進捗状況等の管理が容易且つ明確に行えるように努める。 

▶「経営発達支援事業評価委員会」を設置し、事業評価を行う。メンバーは、県立広島大学、庄原

市、一般社団法人庄原観光推進機構等を外部有識者として委員に招聘し、当商工会議所の専務

理事と法定経営指導員が委員として加わり、年１回の評価委員会を開催する。 

▶ 評価委員会開催後の「正副会頭会議」にて評価結果を報告するとともに、法定経営指導員が策 

定した見直し策について協議し見直案を決定する。 

▶ 評価結果については、当所事務所への常時備え付けにより地域内の小規模事業者等が閲覧可能

な状態とする。 

▶ 商工会議所事務局で見直した案は、当商工会議所役員会へフィードバックするとともに小規模 

事業者支援事業の実施策に反映させ、小規模事業者等に対する成長と事業継続に向けた最適な

支援を行う。 
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１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

  経営発達支援計画により伴走型の支援を円滑に行うためには、法定経営指導員をはじめとする職

員の事業計画作成、経営・財務分析等に係る資質向上を図ることが不可欠である。当商工会議所に

おいても、職員を各種研修会等に参加させ、その資質向上に努めているものの、経験豊富な職員と

経験の浅い職員とのスキルに差があり、これを解消していくことが課題である。そこでは、支援業

務内容によって、経営指導員等が同行し、支援業務を補うとともに支援スキルの継承を行うことと

する。以上により、伴走型支援をする事業者に対し、担当する職員で支援内容に差が出ないよう、

経営指導員等の全体的な資質向上を図る。その結果、小規模事業者における経営上の相談や不安事

に対して適時事業者に寄り添い、共に伴走して支援にあたる中で、多角的な視点からその解決策が

見いだせるよう努めることとする。 

 

（２）事業内容 

 ① 各種研修会への職員派遣 

広島県商工会議所連合会では、毎年、経営指導員等の経営指導におけるスキルアップを図るため

に、県内商工会議所経営指導員応用研修会（一般コース・特別コース）の研修会を開催しており、

経営指導員は全員参加としている。また、経営指導の基礎を学ぶために、補助員や指導経験の浅い

職員を対象に、２日コースの基礎研修も開催しており、毎年職員を派遣している。これらの研修に

より、幅広く経営支援に必要な知識を学んでいるものの、事業計画作成や販路開拓等に係るより高

度且つ専門的なスキルについては、中小企業大学校が開催する支援機関向けの専門コースなどを受

講させ、その向上を図ることとする。これらの研修会に参加した職員については、受講後所内にお

いて支援担当職員を対象に、受講内容の報告会等を実施し、知識の共有化を図ることとする。 

 

 ② ＯＪＴの実施 

事業者支援に携わる職員に対し、経験豊富な経営指導職員等とのスキルの差を埋めるため、ＩＴ

やデジタル化の新たな情報技術に関する情報収集やそれを用いたマーケティング手法の習得等に

ついてＯＪＴを実施する。実際の事業者支援にあたっては、事業者へのヒアリングに対する経験が

豊富な経営指導員等が同席するなどし、経験の浅い職員による事業計画作成支援に寄り添い、ノウ

ハウを伝えることで資質向上を図っていく。また、当該職員が策定支援した事業計画等については、

経営指導員経験者が添削することで、職員のスキルの差による支援への濃淡が生じないようにす

る。 

 

 ③ 支援情報の共有化による資質向上 

経営指導員で定期的（週１回）にミーティングを行い、経営支援事例について報告するとともに

その指導内容等についてアドバイスを行い、支援状況の共有化と互いのスキルアップを図る。また、

支援内容等によっては一般職員も同席し、アドバイスを求めるとともに情報を共有化する。 

 

 ④ ＤＸ推進に向けた取り組み 

  小規模事業者におけるＤＸ推進においては、支援担当者における知識やスキルの醸成が必須とな 

ることから、日本商工会議所が主催する「ＲＥＳＡＳ等による地域経済循環分析支援セミナー」へ

の職員派遣をはじめとしたＤＸ関連研修への参加を積極的に行い、ＤＸ支援スキルの習得に取り組

むことにより、相談対応能力の向上を図り、小規模事業者の事業の効率化と生産性向上を目指す。 
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Ⅲ．地域経済の活性化に資する取り組み 

 

１２．地域経済の活性化に資する取り組みに関すること 

（１）現状と課題 

  人口減少・少子高齢化に伴い、地域経済をはじめとする様々な機能の低下・縮小等がもたらす損

失は計り知れず、この状態に歯止めをかけるべく「既成概念や既存の仕組み」に全く囚われない柔

軟な発想で今後の“まちづくり”を本気で考えていくことが求められている。そして、行政と民間

とが相互理解と強力な実行力を持って各種取り組みを行っていくことこそが、過疎地域の「生命線」

であると考える。そこで、次に掲げる事業内容を中心に、地域の活性化に向けた取り組みを加速さ

せ、地域経済活性化の推進力としていく。 

 

（２）事業内容 

①「地域交通」を基軸とした持続可能なまちづくりへの取り組み 

▶ 庄原版ＭａａＳ構築事業（庄原ＭａａＳ検討協議会） 

  人口減少・少子高齢化の進行が早く、加えて市域の面積は広大であることから、地域のモビリテ

ィの確保と地域経済の活力の維持が極めて重要なテーマとなっている。 こうした課題認識から、

庄原市域では民間が主導となり「地域のリ・デザイン」を図るべく「先進過疎地対応型ＭａａＳ構

築」の取り組みを令和元（２０１９）年から推進している。ここでは「地域モビリティの確保」と

「地域経済の維持・活性化」の２つを目的とし、交通を核として様々なプ ーヤーが集まり、消費

機会の拡大・移動の増加・域外からの来訪者へのもてなしの向上を目指し、客貨混載、異なるモー

ド間での事業者接続の改善、拠点・ハブ機能の向上に係る取り組みを行う。加えて、関係者間の連

携を深化させるため、モビリティデータの分析の共有を核とした定例会議（研究会）を行い、関係

者間における情報共有と議論、実行のための検討を加速させる共創の場を設けることとする。 

 

 ② 若い世代の雇用機会創出による地域活力の維持・向上への取り組み  

▶ 教育・人材育成・雇用創出事業（庄原でいきいき働く協議会） 

庄原で生活する（暮らす・働く）ことへのマイナスイメージを払拭し、“庄原で働く”ことに対

する新たな魅力を発信することで、地元企業における安定雇用の確保と、それら企業や地域経済全

体の発展を通じて庄原市の人口減少対策に寄与していくことを目的とし、平成３０（２０１８）年

に庄原商工会議所が主幹となり「庄原でいきいき働く協議会」が設立された（令和５年８月時点：

地元（関係）企業７５社が会員として参加）。この協議会により、毎秋に合同企業説明会として「庄

原でいきいき働く就職ガイダンス」を開催し、一般求職者のみならず、庄原市内の地元高等学校や

ハローワークをはじめ、県内の大学・専門学校等の協力を得て高校生への「地元企業紹介事業」を

合わせて行い、若年層からの地元定着への可能性に対するアプローチを推進している。これにより、

庄原で働きたい人と参加企業による求人との認識のミスマッチを解消することで、田舎で暮らす楽

しみを考えながら「余裕ある、充実した働き方（ワークライフバランス）」の推進を図っていく。 

また、近年の外国人技能実習生の受け入れ先企業の増加に伴い、当該実習生の居住場所の確保が

課題となっている。そこで、地域の人口減少とともに課題となっている「空き家」の利用について

外国人技能実習生の受け入れの際の活用策の１つとして、行政書士や司法書士等の専門家と協働で

取り組み、地域の衰退防止の一助となるよう努める。 

 

 ③ 地域内での消費増加と持続可能な経済循環の実現を目指す取り組み 

 ▶ キャッシュレス化推進・域内循環型経済構築事業（庄原市キャッシュレス決済推進協議会） 

  今後、地域人口の減少と連動して経済規模の縮小が進んでいくことにより、経済活動はもとより

行政サービス等の「公費」にかかる負担の増大が予測され、最悪の場合、その行政サービスの維持

さえ不可能な状態に陥ってしまうことが想定される。このような“負のスパイラル”に陥る前に、

地域活力の基礎となる地域経済においてその消費循環を域内で持続的に可能とする仕組みを構築

して内需の拡大を図り、住み良い地域づくりを目指していくことを目的として、令和３（２０２０）
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年に庄原市・庄原商工会議所他２商工団体等により「庄原市キャッシュレス決済推進協議会」が設

立された（令和５年８月時点の加盟店数：２９９店舗）。令和３年度実績値として、１）会員数：

３４，８０９名、２）利用者数：２９，３４２名、３）購買件数：１，０５４，５６８円、４）購

買金額：３０．２億円を計上しており、今後の消費喚起策についても「ポイント付与」を核とした

利用促進を図ることで「地域内循環による内需の確保による商業振興」「健康ポイントやボランテ

ィアポイントの発行による健康増進」「小学児童や高齢者見守り機能による安心・安全なまちづく

り」「観光客用カードの発行やふるさと納税を紐づけしての観光振興」の４項目を柱とした地域活

性化策を講じていく。 

 

 ④ 基幹産業である「農業」と「商工業」との融合による持続可能な農業の実現への取り組み 

 ▶ 農業分野と商工業分野との融合（スマート農業実証プロジェクト） 

  庄原市の基幹産業である「農業」の現状ついては、既就農者の高齢化や若い農業従事者の人材不

足により、人員や高額な設備投資を必要とする従来型の農業維持が困難な状況となっている。そこ

で、農業と商・工業の融合にて実現を目指す「農機と人的資源の高度シェアリングシステム（Ａａ

ａＳ：Ａｇｒｉｃｕｌｔｕｒｅ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ）」の仕組み構築を行ってきた。この取

り組みにおいて、最新大型農機の自動運転や農薬散布用ドローンの活用と、その効果的な農家間シ

ェアリングを図ることで、設備導入・ランニングコストの削減と、農機オペレーター等の人員不足

への対策が可能となり「省力化・コスト減・生産高の向上・売上高の向上」による持続可能な農業

の構築を目指し、今後における地域の衰退や荒廃を防ぐことに繋げていく。 
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（３）商工会議所、関係市町村連絡先 

① 商工会議所 

  〒７２７－００１１ 

  広島県庄原市東本町１丁目２番２２号 

  庄原商工会議所 中小企業相談所 

  TEL：０８２４－７２－２１２１ FAX：０８２４－７２－６６０８ 

  E-mail：shobaracci@shobara.or.jp 

 

② 関係市町村 

    〒７２７－８５０１ 

  広島県庄原市中本町１丁目１０番１号 

  庄原市企画振興部 商工観光課 

  TEL：０８２４－７３－１１７８ FAX：０８２４－７２－３３２２ 

  E-mail：syoukou-shinkou@city.shobara.lg.jp 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

必要な資金の額 ３，３００ ３，３００ ３，３００ ３，３００ ３，３００ 

 

① 管内景気観測調査 

② 賃金・退職金実態調査 

③ 地域の経済動向調査 

④ ビッグデータ等を活用

した消費動向分析調査 

 

⑤ 新商品・サービス開発 

に係る調査 

⑥ 試食・試用等アンケー

ト調査 

 

⑦ 経営分析セミナー 

 

⑧ ＤＸ推進セミナー 

⑨ 事業計画策定セミナー 

⑩ 専門家派遣 

 

⑪ 経営支援システム利用 

  料 

 

⑫ 展示会・商談会への出

展等支援 

⑬ 新事業分野対策セミナ

ー・事例研究会の開催 

 

⑭ 経営指導員等のセミナ

ー参加費・旅費 

 

⑮ 地域経済の活性化に資

する取り組み 

２００ 

１００ 

１００ 

２００ 

 

 

２００ 

 

２００ 

 

 

３００ 

 

２００ 

３００ 

３００ 

 

４００ 

 

 

１００ 

 

２００ 

 

 

２００ 

 

 

３００ 

 

２００ 

１００ 

１００ 

２００ 

 

 

２００ 

 

２００ 

 

 

３００ 

 

２００ 

３００ 

３００ 

 

４００ 

 

 

１００ 

 

２００ 

 

 

２００ 

 

 

３００ 

 

２００ 

１００ 

１００ 

２００ 

 

 

２００ 

 

２００ 

 

 

３００ 

 

２００ 

３００ 

３００ 

 

４００ 

 

 

１００ 

 

２００ 

 

 

２００ 

 

 

３００ 

 

２００ 

１００ 

１００ 

２００ 

 

 

２００ 

 

２００ 

 

 

３００ 

 

２００ 

３００ 

３００ 

 

４００ 

 

 

１００ 

 

２００ 

 

 

２００ 

 

 

３００ 

 

２００ 

１００ 

１００ 

２００ 

 

 

２００ 

 

２００ 

 

 

３００ 

 

２００ 

３００ 

３００ 

 

４００ 

 

 

１００ 

 

２００ 

 

 

２００ 

 

 

３００ 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入、事業収入、国庫補助金、広島県補助金、庄原市補助金、受益者負担金 等 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



３７ 

 

（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

 

該当なし。 

 

 

連携して実施する事業の内容 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


